
 

平成 18 年 3 月 7 日 

 各  位   

会 社 名  株式会社 ＪＰホールディングス 

代 表 者 名   代表取締役社長  山口  洋 

(JASDAQ・コード番号：2749) 

                  問い合わせ先 

                                  役職・氏名  取締役管理本部長 荻田 和宏 

                             （TEL. 052-933-5419） 

 

入交産業株式会社との業務提携及び合弁会社設立に関するお知らせ 

 

当社は、平成 18 年 3 月 6 日開催の当社取締役会において、入交産業株式会社との間で、

子育て支援事業に関する業務提携を行うこと及び当該事業を行うことを目的とした合弁会

社「株式会社四国保育サービス（仮）」を設立することを決議いたしましたので、下記のと

おりお知らせいたします。なお、当該合弁会社は当社の連結子会社となります。 

 

記 

 

1. 業務提携の理由 

 全国的な官業の民間開放にともなう保育所、学童クラブ及び児童館の民営化が急速に進

展している中で、四国においても今後一気にそれら施設が民営化される可能性が高まって

きております。 

 そこで、同地において強力なネットワークを持つ「入交産業株式会社」と子育て支援事

業のノウハウを有する当社が業務提携することにより、加速する民営化に対応し四国にお

ける保育所、学童クラブ及び児童館の充実を目指してまいります。 

 

２．業務提携の内容 

 （１）四国内の自治体情報及び民営化計画の情報収集・リサーチ 

 （２）開設準備・管理運営に関わる自治体対応 

 （３）認可保育所の管理運営 

 （４）児童館や学童クラブなどの管理運営 

 

 

 



３．新会社の概要 

 （１）商   号     株式会社四国保育サービス（仮） 

 （２）代 表 者     代表取締役社長 古郡 敏 

（株式会社日本保育サービス取締役兼務） 

 （３）所 在 地     高知県高知市仁井田 4563 番地 1 

 （４）設立年月日     平成 18 年 4月 1日（予定） 

 （５）主な事業内容    ①保育所の管理運営  

              ②児童館の管理運営 

              ③学童クラブの管理運営  等 

 （６）決 算 期     3 月末 

 （７）資本の額      1,000 万円 

 （８）発行を予定する 

株式総数      200 株 

 （９）大株主構成     株式会社ＪＰホールディングス   102 株  51％ 

    及び所有割合    入交産業株式会社          98 株  49％ 

 

４．日程 

 平成 18 年 3月 6日     業務提携及び新会社設立に関する取締役会決議 

 平成 18 年 4月 1日     新会社営業開始日（予定） 

 平成 18 年 4月 3日     新会社設立登記（予定） 

 

５．入交産業株式会社の概要 

 （１）商   号     入交産業株式会社 

 （２）主な事業内容    ①建設資材の販売及び設計・施工 

              ②産業用プラント設計販売 

              ③各種機械類の販売 

              ④空調設備機器・ＯＡ機器の販売 

              ⑤合併浄化槽の製造販売 

              ⑥鉄・非鉄金属の販売 

              ⑦農園芸資材・ゴルフ場関連資材の販売 

              ⑧緑化資材総合販売・設計・施工 

              ⑨石灰石採掘及び石灰製造・販売 

              ⑩環境対応型新緩衝材の製造販売 

              ⑪不動産関連取引業 

              ⑫損保・生保代理店 

              他 



 （３）設立年月日    昭和 3年 10 月 1 日 

 （４）本店所在地    高知県高知市仁井田 4563 番地 1 

 （５）代 表 者    代表取締役社長 入交太郎 

 （６）資本の額     1 億円 

 （７）従業員数     163 名 

 （８）大株主構成    有限会社 桜屋     70.0％（平成 17 年 3月 31 日現在） 

    及び持株比率    

 （９）当社との関係   当社との人的・資本・取引関係はありません 

 

６．今後の見通し 

 上記の新会社設立が平成 18年 3月期の連結業績に与える影響は軽微であり、平成 19年 3

月期以降の連結業績に与える影響については、明確になり次第、決算短信等で開示してま

いります。 

以上 

 

 

 

 


